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研究成果の概要（和文）：農商工連携事業を企画した事業者の多くは、地域振興を意識していることが明らかになった
。約90％の事業者が、連携を他者（行政、JA、コーディネーター等）から薦められており、コーディネートの効果が高
いことが推察される。連携の動機には＜専門的技術・知識＞＜経営安定＞＜地域振興＞の３つが存在する。連携の課題
や障害には、＜市場ニーズの把握＞＜申請手続きの難しさ＞＜生産物の安定供給＞が存在する。農商工連携の持続には
、業種間相互の理解が不可欠である。

研究成果の概要（英文）：The research clarifies that many of the operators of " the Agriculture, Commerce 
and Industry Collaboration （ACI-Collaboration）" are aware of their community revitalization. About 90 
percent of the operators start their business by recommendation of others (ex. administrative office, JA, 
ACI-Collaboration coordinator). Effect of coordination is high. Motivation of cooperation is <to get 
expertise and professional knowledge>, <seeking for management stability> <community revitalization>. 
Obstacles of ACI-Collaboration are <to grasp of market needs> ,<difficulty of the application procedure> 
,<stable supply of product>. For the duration of ACI-Collaboration, mutual understanding between the 
industries. is essential.

研究分野：社会学

キーワード： 地域振興　農産物
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 地方地域社会の衰退はますます進行し、そ
れに歯止めをかける方策が社会的な要請と
なってきた。第一次産業も、農産物の輸入自
由化、営農者の高齢化、後継者問題などが課
題とされて久しい。それらの打開策として第
一次産業と第二次・三次産業が連携すること
でコミュニティ・ビジネスを立ち上げる農商
工連携が脚光を浴び始めていた。 
 しかし先行研究を見ると、まず社会学分
野では、農商工連携については、歴史が浅
いため事例紹介を主とするものや、山村集
落のように比較的狭い範囲の事例分析が中
心で、異業種連携という現象の広がりやそ
の複雑性に比して社会学からの研究は少な
かった。 また、農業経済学の分野では、経
営体分析・事業分析という、対象のスポッ
ト的分析になる傾向があり、地方地域社会
振興の事業として十全に研究する状況は整
っていなかった。 
 
 
２．研究の目的 
 
 社会学者と農業経済学者が共同すること
で、社会学によるネットワークや文化資源、
価値観の考え方、そして農業経済学による
経営事業体としての分析と評価の２つを含
んだ研究を行なう。そのことによって、農
商工連携事業の実体とその効果、さらに地
域社会振興の戦略として見た際の課題を、
多面的に明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
 
(1)農商工連携事業認定事例 
 農商工連携パーク・ホームページに掲載さ
れた連携事業計画書を用いて連携の現状・傾
向を分析する。 
 
(2)千葉県と奈良県等における連携事例や
媒介者の質的研究（インタビュー、観察な
ど）。連携事業をその地域的状況や当該産業
の背景、その他の関連する取り組みとの関
係を含め質的な調査を行う。 
 
(3)農商工連携事業の認定事業者の代表者
（農林水産業者、商工業者ともに含む）を対
象に、量的調査（アンケート調査）を実施す
る。内容は、連携に踏み出した動機、連携前
の地産地消への取り組み等コミュニティ志
向の有無、連携の実情・課題などである。（発
送数 455 サンプルに対し、有効回収数 211 サ
ンプル、有効回収率 46.4％。） 
 
 
 
 

 
４．研究成果 
 
(1)相互の業種に対する理解の重要性 
 事例研究から、農商工連携事業の成功のた
めには、農業者と商工業者がそれぞれの業
（界）の特質や課題をよく理解することの必
要性が指摘された。連携事業計画書の分析等
から、農商工連携が商工業者が代表となる事
例が多いことや、農業者が原材料共有者の位
置に留まってしまう懸念が指摘された。こう
した課題を乗り越え、対等なパートナーシッ
プからなる連携の成功の為には、商工業の側
が農の特徴をよく理解し、また農の側が商工
業の特徴をよく理解するという、相互理解と
信頼の醸成が必要であると考えられる。 
 商工業者は、工場的生産として安定供給や
素材の品質安定を求めがちとなる。しかし、
自然からの産物である農作物は、天候の影響
を受け、収量の変動は不可避となる。自然物
であるから品質に差も生じる。農商工連携に
参加する農産物加工業者には、通常の工場生
産以上に、多様な材質のものを材料にして一
定の加工品をつくる卓抜した技術や、豊作で
（パートナーの事情を汲んで）大量に入荷せ
ざるを得なかった場合の臨機応変な素材転
用能力が必要となる。また、規格外などこれ
まで廃棄品だったものについては、無料で入
手できると考える業者もあるという。しかし
実際には、それを収穫する作業時間や労働力
が発生するのであり、農作業の対価が必要な
ものである（＜農という生業への理解＞）。 
 農家側にも、商工業者と連携するための理
解が必要となる。農産物は、年によって収穫
の多寡で市場価格が大きく変動する。その結
果、生産者が眼前の利益を優先し、市場価格
によって連携業者への出荷量を調整すると
いうようなことになれば、連携業者は非常に
困ることとなる。またこれが対農家不信感の
契機となりえる。 
 後述のアンケート調査によって、連携にお
ける効果という点において、コミュニティ・
ビジネスとしての性格（地域問題に対応した
社会貢献性の高い事業であること）をどの程
度意識しているか、という問に対して、「お
おいに意識している」の割合がもっとも高
く 37.9％、次いで「意識している」が 32.7％
の順となった。そうであるだけに、異業種
連携を実現するための相互理解や情報の共
有を促進する様々な仕組みや支援がまだま
だ不十分といえる。 
 
(2)農商工連携前の地域活性化志向 
 アンケートでは、連携前の連携事業者の地
域意識・志向を知る一つの方法として、地産
地消への取り組み経験について尋ねた。 
その結果、地産地消の取り組みを実践してい
た（54％）、研究会・講座には参加したこと
があった（7.1％）、地産地消の問題を意識し
ていた（17.5％）と、約８割の事業者が、程



度の差こそあれ地域意識・地域志向を有して
いたことがわかった（図１）。 

 
         図１ 
 
 しかし、農商工連携で生み出された産品の
販路について尋ねたところ、地元での販売を
重視する（28.4％）、近隣市町村等での販売
を重視する（12.8％）、国内大都市での販売
を重視する（40.8％）と、地元志向が約 4割
ほどとなった。このことから、連携に乗り出
す動機（地域志向の強さ）と、実際に連携が
ビジネスとして動き出した段階での考え方
には、変化（多様性）が見られることが明ら
かになった。こうした一見矛盾する回答結果
のなかに、異業種連携である農商工連携が、
一つの社会過程であること、また、それゆえ
に、その過程のなかに、地域の公益志向と利
益拡大（安定）志向という二つの志向性がせ
めぎ合う余地、またその結果、連携事業体が
多様化していく余地が存するということを
示していると考えられる。 
 
（3）異業種連携の契機と背景 
 連携申請を薦めた人や組織の存在をアン
ケートにより尋ねたところ、「特になし」と
答えた人はわずか 11.4％であり、それ以外の
回答者は連携を他者から薦められていた。こ
の重要なアクションを起こした組織は、以下
の図のようになった（図２）。 

          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

         図２ 
 
 
 連携事業者と知り合った背景について尋
ねたところ、「地域的に近接し、以前よりつ
ながりがあった」の割合が 48.8％と半数近く

を占めている。次いで、「今回の申請事業以
外の商取引があった」の割合が 25.6％、次い
で「その他」の割合が 11.8％の順となってい
る。その他の回答としては、「取引先からの
紹介」「知人からの紹介」などがみられた。
やはり地理的隣接性が、地域志向における共
感・協働を生み出しやすいことが確認された。 
 
（4）連携の決定要因 
 パートナーとなり得る事業者と認識した
後、実際に連携へと進んだ（連携事業を申請
した）理由を尋ねたところ、「専門的な技術
や知識があるから」の割合がもっとも高く
47.9％、次いで「安定的な生産や供給が可
能だから」、「地域社会への貢献につながる
から」がともに 36.5％、「共通の課題や目
的を持っているから」が 33.6％の順となっ
た。ここから、連携が決断される要因には、
＜専門的技術知識要因＞、＜経営安定要因
＞、＜地域貢献要因＞の３つの要因が存在
することが明らかになった。また回答者数
の偏りから参考値程度であるが、地域貢献
要因については、第一次産業者より商工業
者の方が若干高い値を示した。 
  
(5)連携にあたっての課題・障害 
 連携事業の立ち上げ時では「申請や手続
が煩雑であったこと」の割合がもっとも高
く 42.7％、次いで「市場のニーズを把握す
ること」「事業計画を策定すること」が
24.6％の順となった。連携事業の開始後で
は、「市場のニーズを把握すること」の割合
がもっとも高く 37.0％、次いで「生産物の
安定的な供給」が 28.4％の順となった。 
各段階での障害・難点を立場別にみると、
連携事業の立ち上げ時では農林漁業者で
「市場のニーズを把握すること」「事業計画
を策定すること」、商工業者で「申請や手続
が煩雑であったこと」の割合が高い。連携
事業の開始後では農林漁業者で「生産物の
安定的な供給」「申請や手続が煩雑であった
こと」、商工業者で「市場のニーズを把握す
ること」の割合が高い（図３）。 
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この結果には、それぞれ農商工連携の課
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題、実際的難点が明確に現れていると考え
られる。 
 
①申請手続きの煩雑さ 
聞き取りや事業計画書に現れた申請者の
組織や規模などの考察も含めて考えると、
まず慣れない書類作成、申請や手続きの難
しさは、日々の仕事のなかで十分時間もと
れないなか、公式的な説明会の情報だけで
はとても作成しきれない、というのは現実
的に頷ける状態である。実際に事業申請・
採択に至った事例（聞き取り）では、公設
農試の職員が相当な時間をさいて申請書類
作成を支援している例が見られた。こうし
た支援を受けられるか否かは、人間関係上
での偶然的要素に依存している部分が多い
ように見受けられる。連携申請の増加やよ
り良い事業計画策定のために、制度的にも
もう一段踏み込んだ支援システムが求めら
れるだろう。 
 
②生産物の安定供給 
農商工連携によって作られる「製品」の
安定生産のためには、原材料の安定供給が
極めて重要となる。しかしこのことは容易
ではない。研究成果(1)で既述した点に加え
て、新商品開発ならではの課題が生じる場
合もある。例えば、規格外農産物品や従来
廃棄していた部分（例：果実生産において
は葉・枝などの利用）を原料とする場合、
使用農薬の問題、規格外農産品の集荷・出
荷の仕組みづくり、規格外農産品や部分の
なかでも、さらに使用出来るものと使用で
きないものの選別作業の問題などである。
こうしたことは農商工連携事業に踏み出す
まで予測できない部分も多く、こうした課
題に直面し、解決策を考えながら進めてい
く過程で、同時に農産物の安定供給を実現
することは容易ではないのである。また従
来型の農産物と異なる農産品の栽培や利用
の場合には、地元の公設試験場にその専門
家がいない場合も考えられ、高度できめの
細かい営農指導などが受けられない可能性
もある。こうした点の解決策としては、既
存の農商工連携事業についての情報を、そ
の過程で直面した困難やその対処について
の経験等も含めて、すでに立ち上がってい
る農商工連携パークなどのホームページ上
で見られるようになっておくことが望まし
いように思われる。 
 
③市場ニーズ把握 
 事業連携前、連携後ともに大きな課題と
して上がってきたのが「市場ニーズの把握」
である。これは連携事業だけでなく、ほと
んどの収益事業において上がる課題であろ
う。その中で特に農商工連携における「市
場ニーズの把握」の課題とは以下のものが
考えられる。 
 農業者にとっては、連携において新規農

作物の栽培を要する場合、一般に作物の転
換・再転換は大きなコストを伴うだけに、
農業者としては慎重になる。農産物をその
まま販売する場合であれば、既存の流通ル
ート（例：JA、卸売市場、または直売所）
から実需者のニーズをフィードバックさせ
ることが可能であるが、加工品となった場
合、そうした農業者が持つ既存のニーズ認
知のチャネルは機能しなくなる。このこと
が農商工連携における農業者のニーズ把握
に関する不安を増大させていると考えられ
る。 
 また商工業者の場合には、「地元産原材料
使用」、または農産物の「地域ブランド力」
が消費者にとってどの程度の付加価値とし
て認識されているのかの把握が難しいとい
う点が挙げられる。これが把握できなけれ
ば、最終商品の価格決定はもちろん、連携
事業者である農業者からの買い上げ価格を
どの程度とするか、などの決定が難しくな
る。こうした点を含め、農商工連携には、
一般商品とは異なる独自の市場ニーズ把握
の困難性があることが指摘された。 
 
(6)中範囲の地域社会事業としての農商工
連携（または広義の６次産業化）の重要性 
 研究分担者の櫻井は、六次産業化の事業申
請事例と農商工連携事業申請との比較分析
を行ったが、それによると、農商工連携事業
に較べて、六次産業化は農業者の多角経営化
を促す＜狭義の６次産業化＞も含まれてお
り、他業種との連携の結果としての地域社会
への貢献（コミュニティ・ビジネス）という
効果が生まれにくいということが推察され
ている。地域社会の中範囲への効果をもつ共
同活動としての農商工連携の意義は、非常に
高いといえる。 
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